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よって毎年のように風水害，土砂災害などが発生している．2009 年と 2010 年の過去 2
年間に限っても，表 1.1 のとおり，短期間における大雨や暴風によって 5 件もの甚大
な気象災害が生じている． 
 
表 1.1 2009 年，2010 年に災害をもたらした気象事例 
気象庁ホームページを参考に作成． 
（http://www.data.jma.go.jp/obd/stats/data/bosai/report/index.html） 
現象 期間 被害 
「平成 21 年 7 月中国・九州北部豪雨」 
2009 年 7 月 19 日～7
月 26 日  
九州北部・中国・四国地
方などで大雨  
熱帯低気圧・台風第 9 号による大雨 
2009 年 8 月 8 日  
～8 月 11 日  
九州から東北地方の広い
範囲で大雨 
台風第 18 号による暴風・大雨 
2009 年 10 月 6 日～




2010 年 7 月 10 日～7




2010 年 10 月 18 日～
10 月 21 日  
奄美地方で大雨  
 
このうち，「平成 21 年 7 月中国・九州北部豪雨」と気象庁によって命名された大雨
災害では，活発な梅雨前線の活動によって，山口県防府市防府で 2009 年 7 月 19 日か
らの 3 日間雨量が 332.0mm，福岡県太宰府市太宰府で 2009 年 7 月 24 日からの 3 日間
雨量が 618.0mm に達する大雨となり（図 1.1），広島県，山口県，福岡県，佐賀県，長
崎県において死者・行方不明者が 30 名となったほか，山口県，福岡県をはじめ，九
州北部，中国，四国地方で住家の浸水が約 9,000 棟となるなど各地で浸水害や土砂災







図 1.1 2009 年 7 月 19 日から 26 日までの期間降水量分布（単位：mm） 
 
 また，2010 年 10 月 18 日から 21 日にかけては，前線が奄美地方に停滞したことに
より，鹿児島県奄美市名瀬では 10 月 20 日の日降水量が 622.0mm（図 1.2）と，1896
年の観測開始以来最大を記録した．これにより，奄美地方では 3 名が亡くなるととも


































では，松本での 50 年以上にわたる 1 時間，4 時間，8 時間，12 時間，24 時間，48 時
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気象台（1974）は，大阪管内の 2 府 12 県における気象台，測候所，区内観測所のデー
タから日降水量，1 時間降水量の確率値の分布図を作成している（図 1.4）． 
 
 






















図 1.5 再現期間 30 年の最大日降水量分布 
「日本気候図 1990 年版」（気象庁，1993）より引用． 
 
                                                   
1 平年値は，その時々の気象や天候を評価する基準として，連続する 30 年間について算出した累年
平均値をのこと．10 年ごと，西暦年の 1 位が 1 の年に更新する．2011 年 5 月 18 日からは，1981～







始した（手法の詳細は小林（2006）などを参照）．図 1.6 は全国 51 気象官署（2.3 参照）
における 1901 年以降の日降水量データを用いて算出した確率降水量の分布図である． 
 
 



















て，N 年間の既往最大値が N 年ではなく，むしろ 2N 年の再現期間に対応することを
示したほか，再現期間に対する推定値の誤差を見積る実験式を求めた．また，二宮（1977）











① 地点ごとに，年最大日降水量を 2 年確率降水量（頻度分布のメジアンに当たる）
と 10 年確率降水量によって規格化する． 
② Hazen 公式に従って，全データを片対数紙にプロットする． 
③ 直線部分の回帰式を求め，確率降水量を内挿して求める． 
 
 図 1.7 は鈴木・菊地原（1984）による結果を示した図で，直線の回帰式から再現期



























































2007 年に気候変動に関する政府間パネル（IPCC：Intergovernmental Panel on Climate 
Change）が公表した「第四次評価報告書第一作業部会報告書」（IPCC，2007）による
と，過去 100 年間（1906～2005 年）における世界全体の地上気温（陸上における地表






表 1.2 極端な気象現象のうち 20 世紀後半の観測から変化傾向が見られたものの最
近の傾向，その傾向に対する人間活動の影響評価及び予測 














図 1.8 日降水量 100mm 以上の年間日数の経年変化 
「気候変動監視レポート 2009」（気象庁，2010）より引用． 























してきた．このうち，「地球温暖化予測情報 第 6 巻」（気象庁，2005）では気象研究所
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る年最大日降水量の格子点値に Gumbel 分布を適用することで， 100 年確率日降水量









大気モデル（Mizuta et al.，2006）による現在気候の再現実験結果を用いて， 
・ ある程度広い領域を対象とすることで，気候モデルによる年極値の再現性は高く
なる． 
・ 年最大日降水量よりも，年最大 10 日間降水量を用いた方が気候モデルの再現性が
高くなる． 
・ 海面水温の変動を与えた実験の方が，年最大日降水量の年々変動が大きくなる． 












                                                   


























（Fowler and Kilsby，2003；Fowler et al.，2007；Mishra et al.，2009a；Mishra et al.，2009b
など）．アメダスデータへの適用については，前述のとおり，外山・水野（2002）や石
原（2010）が行っている． 
本論文では第 2 章にて，まず，100 年以上のデータを有する全国 51 気象官署での
30 年確率日降水量，100 年確率日降水量をさまざまな手法により算出し，それらの結
果を相互比較する．次に第 3 章にて，石原（2010）と同様に，最新の 2010 年までのア
メダスデータに対して，都道府県別（北海道は支庁別）に地域頻度解析を適用するこ









・ 計算に大量の計算機資源を必要とすることから，20 世紀の再現実験，21 世紀の予
































第 2 章では，2.2 にて本論文で用いられる基礎的な理論について述べた後，2.3 にて，
100 年以上にわたる日降水量データを有する全国 51 気象官署における年最大日降水量




第 3 章では，3.1 で地域頻度解析の有効性を評価する手法を概説した後，3.2 にて，
気象官署データとは異なるアメダスデータについて説明する．そして，3.3 にて，地
域頻度解析の概要を述べるとともに，都道府県別（北海道は支庁別）に，アメダスデ
ータに地域頻度解析を適用した結果を示す．続く 3.4 にて，第 2 章で得られた確率値
との比較を行うことなどにより，地域頻度解析の有効性を評価する． 
第 4 章では，4.2 にて MRI−RCM20 やその再現性や予測結果についての概要をまと
めた後，4.3 にて，Ishihara（2010a）と同様に，MRI−RCM20 の鹿児島県（奄美諸島を
除く）における日降水量の 30 年確率値・100 年確率値の将来変化を評価する．そして，
4.4 にて，Ishihara（2010b）で行われたモンテカルロ・シミュレーションに基づく不確
実性を考慮した予測結果についてまとめる． 
本論文のまとめは第 5 章にある． 
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手法 2：Cunnane 公式によるノンパラメトリック手法（2.4.2 参照） 
プロッティングポジション公式の一つである Cunnane 公式（Cunnane，1978）を適
用する． 
手法 3：リサンプリングを用いたノンパラメトリック手法（2.4.3 参照） 




 本章の具体的な構成としては，まず 2.2 で，確率降水量の評価に不可欠な基礎理論
であるプロッティングポジション，L−moment，「パラメトリック手法」について概説
する．続く 2.3 にて，気象官署における 1901 年以降の年最大日降水量データについて
述べる． 
 そして 2.4 で，上述の三つの手法による 30 年確率日降水量，100 年確率日降水量の












が独立に生起し，ある特定の確率密度関数 ( )xf  に従うとすれば，x の確率分布関数
)(xF は次式で定義される． 
( ) xxfxF x d)( ∫ ∞−=  （2.1） 
 このとき，x がある特定の値 px 以下となる確率が ( )pxF であり，この ( )pxF を非超
過確率， ( )pxF−1 を超過確率という．また， )(xF の逆関数 )(Fx をクオンタイル
（quantile）関数という．x が T 年に一度の割合で Tx 以上となることが期待されるとき，






=  （2.2） 
と表される． 
ある再現期間 T 年における確率降水量 Tx を求める際には，まず，年最大降水量の
頻度分布の形状を推定し，分布関数 )(xF を求める．そして，対象とする T の値から
















一般に，統計年数が N のとき，毎年の年最大値を 1x ， 2x ，･･･ とし，これらを大
きい順に並べ替えたときの順序統計データを ( )1x ， ( )2x ，･･･ とするとき，第 i 番目の
値 ( )ix の非超過確率 ( )( )ixF ，及び再現期間 iT は， 
( ) N
iNxF i


















































表 2.1 各種プロッティングポジション公式とその特徴 
名称 α  特徴 
Blom 0.375 正規分布によく適合する 
Cunnane 0.4 多くの分布形によく適合する 
Gringorten 0.44 Gumbel 分布によく適合する 




































ここで， nkX : は，ある母集団分布に従う確率変数からランダムに抽出した n 個の標
本のうち， k 番目に小さい標本の値である．また， Eは期待値を表す． 
 




図 2.1 1 次の L−moment の概念図 
 
2 次の L−moment である 2λ を定義する 2:12:2 XX − は，母集団分布から二つの標本を
抽出したときの両者の距離であるので，その期待値が大きいほど母集団分布が広くば
                                                   
5 Hosking（1990），Hosking and Wallis（1997），外山・水野（2002）を参照． 
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らついていることを示す．すなわち， 2λ は母集団分布の分散を表す（図 2.2）． 
 
図 2.2 2 次の L−moment の概念図 
 
3 次の L−moment である 3λ を定義する 3:13:23:3 2 XXX +− は，
( ) ( )3:13:23:23:3 XXXX −−− として考えると，母集団分布から三つの標本を抽出したと
きの二つの差同士の差となり，もし母集団分布が左右対称であれば，第１項と第 2 項
の期待値は同程度となるが，母集団分布において大きい値の出現頻度が高い（右側の
すそが長い）と第 1 項の方が大きくなる．すなわち， 3λ は分布形のすその長さを表す
歪みに相当する（図 2.3）． 
 
図 2.3 3 次の L−moment の概念図 
 
同様に，4 次の L−moment である 4λ を定義する 4:14:24:34:4 33 XXXX −+− は








図 2.4 4 次の L−moment の概念図 
 
一般に，r 次の L−moment である rλ は次式で定義される． 




















−=λ  （2.8） 
また， rλ を 2λ で割った値を L−moment ratios といい， rτ で表される． 
2λλτ rr =  （2.9） 
特に， 3τ ， 4τ はそれぞれ L−skewness，L−kurtosis と呼ばれる．さらに， 2λ を 1λ で
割った値を L−CV といい，τ で表される． 





これら L−moments の不偏推定値（sample L−moments） rl は地点ごとに以下の式で求
めることができる（n はデータ数）． 
( ) ( )
( ) ( )
( )( ) ( )










































また，L−momnet ratios の推定値（sample L−moment ratios） rt は， 
2llt rr =  （2.12） 
となり，同様に L−CV の推定値（sample L−CV）t は， 
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12 llt =  （2.13） 

















決定方法として，L−moment（L 積率）法や最尤法などがあり（表 2.2），詳細は Appendix 
A にまとめた． 
 
① Gumbel 分布 






 理論的に導かれる極値分布は，Gumbel 分布，対数極値分布 A 型，対数極値分布 B
型（Weibule 分布）の三つに分類できるが，Jenkinson はこれらを一つの形式に統一し，
一般化極値分布（GEV）を導入した．イギリスの Natural Environment Research Council
は年最大日流量の確率モデルにつき検討を行い，この一般化極値分布を基準法として
推奨している．一般化極値分布のパラメータは a ，c ，κ の三つであるが，特に， 0=κ
のときには Gumbel 分布と一致する．パラメータが Gumbel 分布とは違い三つになるこ
とにより，形の自由度が広がる一方で，一部のデータの変化により分布形が大きく変
わる可能性があり，安定性は Gumbel 分布よりも低い． 
 
③ 平方根指数型最大値分布（SQRT−ET） 





















表 2.2 本論文で用いた確率分布形とパラメータの決定方法 
確率分布形 パラメータの決定方法 
Gumbel 分布 L−moment（L 積率）法 







 図 2.5 は気象庁による「異常気象リスクマップ」において用いられた確率分布選択
のフローチャートであり，河川技術者や学識経験者等によって策定された中小河川計
画検討会（1999）で取りまとめられたものを基本としている． 






















ものとして，標準最小二乗基準（SLSC：standard least−squares criterion ；宝・高棹， 1988）
と呼ばれる指標を用いる． 
















  (2.13) 
( )∑ −= 2*1 ii ssNξ   (2.14) 
 ここで， 99.0s ， 01.0s はそれぞれ非超過確率が 0.99（再現期間 100 年）及び非超過確
率 0.01（再現期間 1.01 年）のときの確率分布の標準変量である．また， is は大きい方
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から i 番目の降水量を各分布形のパラメータを使って変換した標準変量， *is は大きい












成する bootstrap 法がよく用いられる．本論文では，jackknife 法に基づき，以下の手順
で安定度の評価を行った． 
① N 個のデータの中から i 番目（ Ni ,2,1= ）のデータだけを除き，残りの 1−N 個
のデータを使って確率分布形を求め，この確率分布形から確率降水量 iθ
（ Ni ,2,1= ）を求める． 
②この操作を繰り返すことで，N 個の確率降水量を算出し，以下の式により推定誤差
分散 2s を求める． 






























きた日別降水量データのうち，現在，全国 51 地点（表 2.3）での 1901 年以降のデー
タが既にデジタル化されている．  











とから，気象庁自身により，「正常値 9」ではなく，「準正常値 10」や「資料不足値 11
表 2.5，図 2.6 は，51 気象官署における年最大日降水量の 110 年間の既往最大値を示
したものである．これを見ると，西日本や南西諸島，太平洋側で値が大きくなってい
ることが分かる．最も大きな値は，高知で観測された 628.5mm（1998 年 9 月 24 日）




ったデータ数は表 2.4 のとおりである．これらの地点は，厳密には 110 年分のデータ
がそろっていないことになるが，那覇を除き，ほとんどの地点が 100 を超える大きな
サンプル数を有しており，大標本地点であると考えられる． 
 また，図 2.7 は，各官署における 2010 年までの全データを用いて算出した 1 次の
L−moment 1l （平均値そのもの），2 次の L−moment 2l （分散に相当），L−CV t の分布
図である． 
 
                                                   
7 管区気象台，地方気象台，測候所．  









表 2.4 51 気象官署における 1901 年以降の年最大日降水量のうち，欠損，資料不足
値となっている地点・年リスト 
地点名 欠損 資料不足値 用いたデータ数 
秋田  2006 年 109 
宮古  2003 年 109 
福井  1945 年 109 
熊谷  2001 年 109 
敦賀  2009 年 109 
飯田  1943～1945 年 107 
甲府  1945 年 109 
浜松  1945 年 109 
横浜  1923 年 109 
境  2006 年 109 
呉  1945 年，1946 年 108 
神戸  1945 年 109 
那覇 1946～1950 年 1923 年，1924 年，
1944 年，1945 年，
1951 年，2006 年 
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注：他の地点は 110 年分のデータを用いた．  
 
表 2.5 51 気象官署における既往最大値（単位：mm） 
地点名 既往最大値 
旭川 167.0  
網走 163.0  
札幌 207.0  
帯広 174.0  
根室 211.5  
寿都 206.3  
秋田 186.8  
宮古 319.0  
山形 217.6  
石巻 162.4  
福島 169.5  
伏木 192.1  
長野 124.5  
宇都宮 219.4  
福井 201.4  
高山 266.1  
松本 155.9  
前橋 357.4  
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熊谷 301.5  
水戸 276.6  
敦賀 211.2  
岐阜 260.2  
名古屋 428.0  
飯田 325.3  
甲府 230.5  
津 427.0  
浜松 344.1  
東京 371.9  
横浜 287.2  
境 238.6  
浜田 394.5  
京都 288.6  
彦根 195.8  
下関 336.7  
呉 212.9  
神戸 319.4  
大阪 250.7  
和歌山 353.5  
福岡 307.8  
大分 443.7  
長崎 448.0  
熊本 480.5  
鹿児島 324.0  
宮崎 587.2  
松山 215.1  
多度津 198.5  
高知 628.5  
徳島 463.4  
名瀬 622.0  
石垣島 378.9  





図 2.6 51 気象官署における 1901 年以降の年最大日降水量の既往最大値分布 
（単位：mm）  
 




















































 2.2.4 で述べたパラメトリック手法を適用することで求められた日降水量の 30 年確





表 2.6 パラメトリック手法の適用によって求められた気象官署での 
30 年確率日降水量，100 年確率日降水量（単位：mm）  
あわせて，官署ごとの SLSC と採用された分布形を示している． 
地点名 SLSC 採用分布形 30 年確率値 100 年確率値 
旭川 0.04  Gumbel 124.9  151.8  
網走 0.02  SQRT−ET 102.7  127.8  
札幌 0.03  Gumbel 139.1  167.6  
帯広 0.01  Gumbel 139.5  165.7  
根室 0.02  Gumbel 146.6  175.8  
寿都 0.02  GEV 130.5  176.9  
秋田 0.02  Gumbel 139.8  164.5  
宮古 0.03  Gumbel 228.0  273.7  
山形 0.03  SQRT−ET 141.6  179.1  
石巻 0.02  Gumbel 141.6  167.7  
福島 0.03  Gumbel 150.9  180.6  
伏木 0.03  Gumbel 161.8  192.7  
長野 0.02  Gumbel 100.9  119.6  
宇都宮 0.02  Gumbel 184.9  219.2  
福井 0.02  SQRT−ET 167.4  187.7  
高山 0.02  GEV 189.5  255.6  
松本 0.03  Gumbel 126.8  151.2  
前橋 0.04  SQRT−ET 185.4  234.6  
熊谷 0.03  Gumbel 227.6  277.5  
水戸 0.03  Gumbel 198.0  237.9  
敦賀 0.02  Gumbel 179.3  213.3  
岐阜 0.02  Gumbel 201.9  238.6  
名古屋 0.04  GEV 210.6  270.6  
飯田 0.03  SQRT−ET 184.6  229.1  
甲府 0.03  Gumbel 194.9  236.6  
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津 0.02  SQRT−ET 263.4  333.8  
浜松 0.03  SQRT−ET 242.1  297.3  
東京 0.03  Gumbel 235.9  285.1  
横浜 0.02  Gumbel 241.5  289.8  
境 0.02  Gumbel 198.6  237.9  
浜田 0.02  GEV 235.5  339.9  
京都 0.03  SQRT−ET 194.0  241.1  
彦根 0.02  Gumbel 161.2  190.9  
下関 0.03  SQRT−ET 225.0  279.9  
呉 0.02  Gumbel 178.9  212.0  
神戸 0.02  SQRT−ET 198.3  253.4  
大阪 0.02  SQRT−ET 168.9  190.0  
和歌山 0.03  SQRT−ET 226.8  290.4  
福岡 0.02  Gumbel 230.6  276.7  
大分 0.04  Gumbel 297.8  362.8  
長崎 0.02  SQRT−ET 294.4  375.4  
熊本 0.02  SQRT−ET 326.6  421.0  
鹿児島 0.02  Gumbel 262.0  308.7  
宮崎 0.03  SQRT−ET 353.0  446.6  
松山 0.02  Gumbel 165.5  196.1  
多度津 0.03  Gumbel 157.6  189.5  
高知 0.04  SQRT−ET 360.6  449.3  
徳島 0.03  SQRT−ET 294.6  374.6  
名瀬 0.03  Gumbel 434.0  527.2  
石垣島 0.03  Gumbel 300.4  353.6  










2.4.2 Cunnane 公式の適用 
 
 2.2.2 で述べた Cunnane 公式（Cunnane，1978）を適用した結果を表 2.7，図 2.10 に
示す．サンプル数が 110 の場合，100 年確率値（非超過確率：0.990）は既往第 1 位値
（非超過確率：0.991，再現期間：183.7 年）と第 2 位値（非超過確率：0.982，再現期
間：68.9 年）との間にあり，30 年確率値（非超過確率：0.967）は既往第 3 位値（非
超過確率：0.973，再現期間：42.4 年）と第 4 位値（非超過確率：0.964，再現期間：
30.6 年）との間にある． 
当然ながら，100 年確率値が既往最大値（表 2.5，図 2.6）よりも大きくなった地点
はない． 
 
表 2.7 Cunnane 公式の適用によって求められた気象官署での 
30 年確率日降水量，100 年確率日降水量（単位：mm）  
地点名 30 年確率値 100 年確率値 
旭川 141.8  165.7  
網走 103.3  142.2  
札幌 141.9  181.3  
帯広 144.6  167.6  
根室 143.5  181.6  
寿都 135.2  189.8  
秋田 143.6  181.8  
宮古 232.7  280.6  
山形 155.9  209.6  
石巻 138.0  157.3  
福島 163.7  167.0  
伏木 173.9  189.6  
長野 111.1  119.5  
宇都宮 178.8  216.4  
福井 182.6  199.5  
高山 192.8  261.3  
松本 131.9  154.4  
前橋 179.6  309.7  
熊谷 266.6  297.0  
水戸 201.9  260.2  
敦賀 178.6  198.1  
岐阜 218.1  251.6  
名古屋 186.9  322.3  
飯田 202.3  271.2  
甲府 213.7  227.0  
津 281.7  357.3  
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浜松 273.5  326.4  
東京 233.8  324.9  
横浜 255.5  277.9  
境 209.8  229.2  
浜田 245.4  362.9  
京都 184.4  285.1  
彦根 171.1  188.4  
下関 209.5  301.1  
呉 185.9  209.1  
神戸 199.3  295.3  
大阪 154.6  216.8  
和歌山 252.8  324.7  
福岡 232.7  288.6  
大分 305.2  428.8  
長崎 341.6  416.6  
熊本 347.1  446.1  
鹿児島 257.3  314.8  
宮崎 384.0  512.1  
松山 181.5  205.1  
多度津 173.3  192.5  
高知 362.8  576.3  
徳島 273.1  413.9  
名瀬 423.8  584.4  
石垣島 290.0  340.8  












110=N の場合，過去第 1 位値（ 1r ），第 2 位値（ 2r ）の非超過確率値から求められる
100 年確率値 100P は 
2121100 11.089.0)(98.0 rrrrP ++−−= α     （2.17） 
と表される．このことから，プロッティングポジション公式のαが大きくなるほど，






ック手法を以下のように適用した（サンプル数が 110 の場合）． 
 
① 110 個のサンプルのうち，重複を許して 110 個のリサンプリングを行う． 
② Cunnane 公式を用いて，求める再現期間に相当する非超過確率値となる水文量を内
挿して求める（2.4.2 と同様）． 
③ ①，②を多数回繰り返し，その平均値をそれぞれ 100 年確率降水量，30 年確率降
水量とする．なお，シミュレーション回数は概ね 1000 回を超えると安定している








この結果は，表 2.8，図 2.12 のとおりである．当然ながら，100 年確率値が既往最
大値（表 2.5，図 2.6）よりも大きくなった地点はない． 
 
表 2.8 リサンプリングを用いたノンパラメトリック手法によって求められた気象官
署での 30 年確率日降水量，100 年確率日降水量とその標準偏差 
（単位：mm）  
 30 年確率値 100 年確率値 
地点名 平均 標準偏差 平均 標準偏差 
旭川 138.2  16.2  160.2  9.4  
網走 102.0  12.1  134.9  21.0  
札幌 142.4  11.7  175.3  23.2  
帯広 142.0  11.1  162.2  10.6  
根室 144.3  9.8  176.8  25.1  
寿都 136.5  23.9  180.7  22.5  
秋田 145.2  15.7  173.6  13.7  
宮古 231.4  15.7  273.7  32.6  
山形 152.9  27.7  198.2  20.2  
石巻 138.7  8.5  153.7  7.8  
福島 158.7  7.8  166.3  3.2  
伏木 172.3  11.3  186.4  6.2  
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長野 104.9  9.8  117.7  6.0  
宇都宮 184.2  16.5  209.4  12.0  
福井 173.3  21.5  195.5  9.3  
高山 200.7  27.4  246.0  23.3  
松本 132.8  10.6  149.3  8.0  
前橋 191.0  38.1  285.5  57.0  
熊谷 253.8  31.3  289.4  14.8  
水戸 209.1  20.5  250.2  22.7  
敦賀 177.0  7.5  194.9  12.0  
岐阜 215.0  17.5  244.4  14.0  
名古屋 191.2  30.9  302.4  89.3  
飯田 197.0  25.1  260.1  48.4  
甲府 207.6  17.2  224.7  6.9  
津 276.2  24.3  346.8  56.4  
浜松 270.4  32.8  318.3  23.3  
東京 240.9  30.1  313.0  45.8  
横浜 248.3  18.5  273.5  12.1  
境 206.1  14.5  225.8  10.5  
浜田 259.8  45.1  344.2  42.8  
京都 208.7  41.6  269.9  27.3  
彦根 167.0  10.8  184.7  9.0  
下関 211.2  30.6  283.4  42.8  
呉 183.4  19.4  205.2  9.7  
神戸 209.6  29.7  276.0  37.9  
大阪 160.5  18.2  208.3  32.0  
和歌山 253.9  27.6  312.0  33.3  
福岡 237.4  20.9  279.5  22.9  
大分 317.0  46.1  401.4  44.6  
長崎 322.3  41.9  400.3  39.7  
熊本 343.0  52.7  429.5  45.5  
鹿児島 258.1  21.9  300.5  22.5  
宮崎 378.5  50.4  494.8  69.9  
松山 176.9  13.9  201.0  12.0  
多度津 169.3  15.5  189.2  8.7  
高知 374.6  71.4  526.6  89.7  
徳島 280.7  44.8  384.1  64.8  
名瀬 459.5  60.6  562.5  53.8  
石垣島 283.3  19.0  334.0  33.6  













れ 30 年確率日降水量，100 年確率日降水量を算出した． 
ここで，100 年確率値について，2.4.3 で求められたリサンプリングを用いたノンパ
ラメトリック手法による確率値と，2.4.1 で求められたパラメトリック手法によって求
められた確率値との比較を行い，両者の特徴を整理しておく．図 2.13 は， 
 
（A）：リサンプリングを用いたノンパラメトリック手法により求められた年最大日降
水量の 100 年確率値（bootstrap 法による標準偏差もあわせてエラーバーとして
示している）． 
（B）：パラメトリック手法に基づき求められた 100 年確率値 
（C）：1901～2010 年における既往最大値 




















 ここで， ir を過去 i 番目に多い年最大日降水量， aver をそれらの平均値，σ をそれら
の標準偏差であり， iS は ir の規格化偏差を表すことになる． 
これを見ると，100 年確率値（A），（B）はほとんど良く一致していることが分かる．
両者の相関係数は 0.99，両者の比（A／B）は 51 地点平均で 1.03 であった．ところが，
異常度（D）が大きかった前橋や高知では比（A／B）がそれぞれ 1.21，1.17 となるな
ど，異常度（D）の大きい地点ではノンパラメトリック手法による値の方が大きくな
る傾向が見られる．これは，ノンパラメトリック手法では 100 年確率値が過去第 1 位
値と第 2 位値との間にあるために，規格化偏差が大きい極端な値が実際に観測された
地点ほど 100 年確率値が上方に引きずられているためである．比（A／B）と異常度（D）
との相関係数は 0.78 であった． 
 また，規格化標準偏差（標準偏差／100 年確率値（A）と定義する）は，上記の異常





















 −  （2.19） 
である．言い換えると，51 地点のデータがある場合は，約 34 地点で既に生じており，
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新のアメダスデータに地域頻度解析を適用することで，30 年確率値と 100 年確率値を
算出し，他手法による確率値と比較することで，その有効性評価を行った． 
具体的な評価手順は，以下のとおりであり，それらを図示したのが図 3.1 である． 
 
① アメダスデータに地域頻度解析を適用し，30 年確率日降水量，100 年確率日降水
量を算出する（3.3）． 
② 各アメダス地点において，①で求められた 30 年確率日降水量，100 年確率日降水
量と，同じデータに極値分布形を用いたパラメトリック手法を適用した結果とを
比較する（3.4.1）． 
③ ①，②で求められた 100 年確率値について，第 2 章で求めた 51 アメダス地点（＝
51 気象官署）における 100 年確率値と比較する（3.4.2）． 
 
 






















 アメダス（AMeDAS）は「Automated Meteorological Data Acquisition System」の略で，
「地域気象観測システム」のことである．雨，風，雪などの気象状況を時間的，地域
的に細かく監視するために，降水量，風向・風速，気温，日照時間の観測を自動的に
行うものである．このアメダスは 1974 年 11 月 1 日から運用を開始し，現在，降水量
を観測する観測所は全国に約 1300 地点（約 17km 間隔）ある．なお，このうち，約
840 か所（約 21km 間隔）では降水量に加えて，風向・風速，気温，日照時間を観測







図 3.2 は，全国のアメダス地点のうち，年最大日降水量が，観測開始から 2010 年ま
でに 20 年以上，「正常値」が存在する地点（1096 地点）における既往最大値を示した
ものである．これを見ても，図 2.6 と同様の傾向が見られ，西日本や南西諸島，太平
洋側で値が大きくなっていることが分かる．最も大きな値は，香川県内海の 790.0mm
（1976 年 9 月 11 日）である．また，各地点における平均値を表す 1l は，全国的には
北海道から九州地方にかけての太平洋側で値が大きくなっており，特に東海地方から





図 3.2 アメダス地点における年最大日降水量の既往最大値分布（単位：mm） 
観測開始から 2010 年までに 20 年以上「正常値」が存在する 1096 地点を対象としてい
る． 
 








図 3.3 アメダス地点における各 L−moment（ratio）分布 














者において，年最大日降水量（0 時～24 時までの 24 時間降水量の年最大値）は一致す
るものの，年最大 24 時間降水量（任意の時刻から 24 時間分の降水量の年最大値）は









なお，本論文にて表 2.5 にある 51 地点を，気象官署として扱うときは「51 気象官
署」，アメダス地点として扱うときは「51 アメダス地点」と定義することとする． 
 
表 3.1 51 気象官署の国際地点番号とアメダス地点番号の対応表 
地点名 国際地点番号 アメダス地点番号 
旭川 47407 12442 
網走 47409 17341 
札幌 47412 14163 
帯広 47417 20432 
根室 47420 18273 
寿都 47421 16252 
秋田 47582 32402 
宮古 47585 33472 
山形 47588 35426 
石巻 47592 34292 
福島 47595 36126 
伏木 47606 55091 
長野 47610 48156 
宇都宮 47615 41277 
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福井 47616 57066 
高山 47617 52146 
松本 47618 48361 
前橋 47624 42251 
熊谷 47626 43056 
水戸 47629 40201 
敦賀 47631 57248 
岐阜 47632 52586 
名古屋 47636 51106 
飯田 47637 48767 
甲府 47638 49142 
津 47651 53132 
浜松 47654 50456 
東京 47662 44132 
横浜 47670 46106 
境 47742 69006 
浜田 47755 68376 
京都 47759 61286 
彦根 47761 60131 
下関 47762 81428 
呉 47766 67511 
神戸 47770 63512（1999 年以降：63518） 
大阪 47772 62078 
和歌山 47777 65042 
福岡 47807 82182 
大分 47815 83216 
長崎 47817 84496 
熊本 47819 86141 
鹿児島 47827 88317 
宮崎 47830 87376 
松山 47887 73166 
多度津 47890 72111 
高知 47893 74181 
徳島 47895 71106 
名瀬 47909 88836 
石垣島 47918 94081 









(1)  sample L−moments の算出 
 
まず始めに，地点ごとに sample L−moments を算出する．サンプル数が 20 を超える






データの中の異常値を検出する目安として，sample L−moment ratios が他の地点と大
きく異なっている地点を検出する．考え方としては，各地点（i）の（ ( ) ( ) ( )iii ttt 43 、、 ）
を三次元図上にプロットしたとき，中心（地域平均値）からの距離で判別する方法で
ある（図 3.4）． 
具体的には，地点数 N （＞4）のとき，地点ごとに sample L−moments のベクトル
( ) ( ) ( )[ ]T43 iiii ttt=u を用いた以下の iD を求める． 
( ) ( )uuAuu −−= − iii ND 1T3
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  （3.2） 
である． 
この値がしきい値 ( ) ( )ZNZN 341 +−− を上回っているときには，データ異常を疑
う必要がある．ここで，Z は自由度 3， 4−N の F 分布における Nα100 パーセント点
である（しきい値の具体的な数値は表 3.2 のとおり）． 
なお，この iD は，続く(3)において地域内のデータ均質性を確保する際に，どの地
                                                   






図 3.4 3tt， の二次元平面上における分布に基づく異常値の検出 
（イメージ図） 
Hosking and Wallis（1997）の Fig.3.1 より引用 
 
表 3.2 地点数と iD のしきい値 















































  （3.3） 




















i nttnV  （3.4） 
ここで，N は対象地域内の全地点数， in は i 番目の地点におけるサンプル数である． 
次に，以下の作業を行うことで，その地域が均質であると仮定した場合との比較を
行う． 
① （3.3）により，各地点のサンプル数に応じた sample L−moments，sample L−moment 
ratios の地域平均値を求める． 
② ①の地域平均値に適合する kappa 分布（Appendix B 参照）のパラメータを求め
る．このとき，1 次の sample L−moment の地域平均値 Rl1 は 1 に固定する． 
③ ②の kappa 分布に基づくクオンタイル関数にランダムな非超過確率を当てはめ
ることで，地点数・サンプル数が元のデータと同じとなるようなデータを発生
させ，仮想的に均質な地域を再現させる． 
④ ③で再現された地域に対して，（3.4）を適用し，V を求める． 
⑤ ③，④を多数回行うことで，その平均 Vµ と標準偏差 Vσ を求める． 





=  （3.5） 
なお，Hosking and Wallis（1997）によれば，このモンテカルロ・シミュレーション
で kappa 分布を用いたのは，この分布形が四つのパラメータをもち，GLO 分布，GEV
分布，GPA 分布を含んでいる（Appendix B 参照）ことから，多くのパターンを再現で
きるほか，現段階で特定の極値分布形に依存することを避けるためである． 





Hosking and Wallis（1997）では， 
 
1<H    ： ほぼ均質（acceptably homogeneous） 
21 <≤ H  ： 不均質である可能性がある（possibly heterogeneous） 




準 10％のときのV より計算される H が 1.28 となることによるとのことである． 
実際の適用により 2≥H となる地域については，(2)で求めた iD を参照するなどし
て，不均質性の原因となった地点を調べ，他の地域への移動や削除など，均質な地域









詳細は Appendix B を参照）． 
これらパラメータが三つの分布関数は，各関数形に対して L−skewness 3t と
L−kurtosis 4t の理論線が一意に決まるという特徴があり（図 3.5），分布形の選択には
以下の式で定義される指数を用いる． 
( ) 44R4DIST4DIST /στ BtZ +−=  （3.6） 
ここで， DIST4τ は，ある分布形を仮定したときに，式（3.3）で算出された 3t の地域
平均値 R3t から一意に求められる L−kurtosis である．つまり，この
DISTZ は R4t と
DIST
4τ
との類似度を示す指数である．また， 4B と 4σ はそれぞれ
R
4t の偏りと標準偏差であり，
(3)同様に以下の手順で kappa 分布に基づくシミュレーションを行うことで得られる． 
 
① 式（3.3）により，各地点のサンプル数に応じた sample L−moments，sample 
L−moment ratios の地域平均値を求める． 
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② ①の地域平均値に適合する kappa 分布のパラメータを求める．このとき，1 次
の sample L−moment の地域平均値 Rl1 は 1 に固定する． 
③ ②の kappa 分布に基づくクオンタイル関数にランダムな非超過確率を当てはめ
ることで，地点数・データ数がオリジナルと同じとなるようなデータを発生さ
せ，仮想的に均質な地域を再現させる． 
④ ③で再現された地域に対して， 4t の地域平均値
[ ]m
4t （ m はシミュレーション番
号）を求める． 
⑤ ③，④を多数回（ simN ）行うことで，以下の式（3.7）に基づき 4B と 4σ を求め
る． 
[ ]( )


















































4t は m 回目のシミュレーションにおける
4t の地域平均値である． 
この結果， 64.1DIST ≤Z であれば，その分布形に属するとみなすことができる．複
数の分布形が該当する場合は，最小となるものを採用する．なお，どの分布形も該当





図 3.5 地域頻度解析で用いる各極値分布形の 3τ と 4τ の理論曲線 




F ，採用された地域共通の分布形のクオンタイル関数を ( )Fq としたときの，各地点
における確率降水量 ( )FQi は，その地点の 1 次の sample L−moment（ )(1 il ）を用いて次
式で表される． 













14 支庁別とした．また，東京都については，伊豆・小笠原諸島に属する 4 地点（新島，
三宅島，八丈島，父島）を別地域とし，2 地域に分けた．このため，最終的には，日
本を計 61 地域に分けたことになる． 
 
(2) 各地点での sample L−moments，sample L−moment ratios の計算 
 
また，全地点における主要な L−moments 間の相関係数を求めると， 1l と 2l の相関係
数が 0.92 と最も高くなった．このことは， 2l が母集団分布の分散に相当することから，
降水量の平均値が大きい（小さく）地点ほど，分散が大きく（小さく）なることを示
している．その他に相関係数が高かったのは， 2l と L−CV で 0.47，L-CV と L−skewness
で 0.49，L−skewness と L−kurtosis が 0.68 であった．このうち， 2l と L−CV が高相関
であるのは L−CV の定義より明らかではあるが，L−skewness と L−kurtosis が高相関で
あることは，61 地域中 59 地域で DISTZ に基づく最適な分布形（Wakeby 分布ではない
分布形）が選択されており（表 3.3），図 3.5 に示されているような各分布形の理論線







宗谷支庁の各アメダス地点における iD は表 3.4 のとおり，特に値が大きい地点はな
かった．しかし， iD の大きい地点が 1 地点含まれていた岡山県の事例を以下に紹介す
る． 
図 3.6 は，岡山県にある 20 地点の（ ( ) ( ) ( )iii ttt 43 、、 ）の散布図である．この図を見る
と，右上に 1 地点大きく飛び出している地点があることが分かる（●で示した）．この











均質性の評価で H 値が 2 以上となった地域については，均質性を確保するために，





前述の岡山県の場合，当初は図 3.6 の●で示した地点の影響で H 値が 3.39 と大きな
値となってしまったが，この地点を除外した結果， H 値は 1.36 となり均質性が確保
されるようになった． 
削除する地点の選択についてはまだ検討の余地があるが，逆に言うと，この結果は，
















宗谷支庁では GLO，GEV，LN3，PE3 分布が Z 値の規準を満たしたが，−0.79 と最




地域ごとに分布形が定まると，再現期間 30 年に相当するクオンタイル 30q が求まり，
この 30q は香川県で 2.3 以上とやや大きいもの，他の地域はほぼ 1.6～2.1 の範囲内にお
さまった． 
各地点の 30 年確率値は地域ごとに定まった 30q にその地点の 1l をかけることで求ま
るが， 30q が地域ごとに大きく変化しないということは，地点間の 30 年確率値の比が
ほぼその地点間の 1l の比になることを意味する． 
 




なお，宗谷支庁においては，LN3 分布の 30 年確率値，100 年確率値に相当するクオ
ンタイル値がそれぞれ 1.651，1.883 であったことから，各地点の 30 年確率値，100 年











H 値 分布形 Z 値 30q  100q  
宗谷支庁 10  -1.62 LN3 -0.79 1.651 1.883 
上川支庁 22  1.44 LN3 0.51 2.058 2.602 
留萌支庁 10  -1.82 LN3 0.29 1.869 2.282 
石狩支庁 8  -0.63 GLO -0.02 1.996 2.708 
空知支庁 17  0.47 GEV 0.16 2.034 2.581 
後志支庁 12  0.37 LN3 -0.06 1.821 2.176 
網走支庁 16 6 -1.99 LN3 -0.01 2.079 2.662 
根室支庁 8  0.16 GEV -0.28 1.875 2.314 
釧路支庁 15  -1.03 GEV 0.07 1.774 2.123 
十勝支庁 23  -1.98 GEV 0.25 1.930 2.462 
胆振支庁 12 2 1.96 GEV 0.03 1.929 2.451 
日高支庁 13  1.98 GLO -0.42 2.074 2.953 
渡島支庁 10  1.10 GEV 0.13 1.874 2.420 
檜山支庁 8  -1.58 GLO 0.20 2.082 2.996 
青森県 24 3 1.55 LN3 0.65 1.851 2.276 
秋田県 34  -0.26 GEV -0.07 1.791 2.201 
岩手県 39  1.54 LN3 0.95 1.918 2.390 
宮城県 21  -0.19 GEV -0.93 1.822 2.242 
山形県 25  1.13 PE3 0.60 1.699 1.982 
福島県 35  1.28 LN3 0.33 1.878 2.307 
茨城県 22  0.45 PE3 0.27 1.836 2.162 
栃木県 18 1 1.14 GEV -0.17 1.804 2.183 
群馬県 17  1.10 PE3 -0.23 2.052 2.541 
埼玉県 13  1.99 Wakeby  1.987 2.279 
東京都 9 1 0.39 PE3 1.04 1.931 2.296 
伊豆・小笠
原諸島 
4  -0.52 LN3 0.01 1.972 2.474 
千葉県 16  -0.68 LN3 0.17 1.972 2.458 
神奈川県 10  1.66 PE3 1.24 1.863 2.203 
長野県 38  1.90 LN3 -0.08 1.831 2.243 
山梨県 11  0.03 PE3 0.93 2.133 2.627 
静岡県 27  1.41 LN3 0.79 1.863 2.304 
愛知県 16  -0.85 GLO 0.31 1.914 2.550 
岐阜県 27  -0.03 GEV 0.12 1.889 2.449 
三重県 18  0.39 GEV 0.11 1.948 2.498 
新潟県 39 2 -1.83 GEV -0.12 1.894 2.429 
富山県 11  -1.45 LN3 0.10 1.699 1.992 
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石川県 12  -0.33 LN3 -0.70 1.667 1.921 
福井県 10  1.97 GEV 0.00 1.807 2.188 
滋賀県 11  1.69 GEV -0.27 1.655 1.911 
京都府 17  -0.52 GEV -0.10 1.897 2.377 
大阪府 9  -1.46 LN3 -0.21 1.944 2.425 
兵庫県 23  -0.51 GEV -0.68 2.032 2.662 
奈良県 8  1.73 GEV 0.11 1.936 2.450 
和歌山県 14  1.19 LN3 -0.10 1.843 2.217 
岡山県 19 1 1.36 GEV 0.04 1.769 2.096 
広島県 19 7 -1.85 LN3 -0.80 1.655 1.883 
島根県 24  -0.96 GLO 0.57 1.782 2.249 
鳥取県 13 2 1.98 PE3 0.86 1.760 2.043 
徳島県 8 2 1.65 PE3 0.16 1.867 2.203 
香川県 7  1.80 LN3 0.24 2.339 3.151 
愛媛県 16 5 1.94 Wakeby  1.774 1.964 
高知県 23  0.74 PE3 -0.14 1.897 2.255 
山口県 20  0.54 GEV -0.15 1.804 2.197 
福岡県 15  1.44 PE3 0.20 1.729 2.006 
大分県 15 2 1.72 PE3 -0.43 1.935 2.318 
長崎県 14  -0.87 GEV -0.26 1.896 2.389 
佐賀県 6  -0.76 LN3 0.01 1.794 2.168 
熊本県 19  -1.76 GEV 0.21 1.850 2.245 
宮崎県 24  -0.52 PE3 -0.47 1.898 2.265 
鹿児島県 33  1.47 GEV 0.08 1.823 2.227 
沖縄県 25  1.03 LN3 -0.30 1.831 2.222 

















宗谷岬 31 61.60  10.78  0.18  0.07  0.22  0.81  
稚内 29 62.33  10.03  0.16  0.05  0.05  0.93  
浜鬼志別 31 58.47  11.49  0.20  0.15  0.18  0.78  
沼川 31 60.48  8.91  0.15  -0.01  0.11  1.59  
沓形 29 72.03  13.19  0.18  0.01  0.23  1.55  
豊富 33 60.61  10.55  0.17  -0.03  0.05  1.89  
浜頓別 32 60.78  10.93  0.18  0.21  0.19  0.68  
中頓別 33 65.71  11.56  0.18  0.15  0.12  0.28  
北見枝幸 28 66.75  11.48  0.17  0.18  0.15  0.65  
歌登 31 73.89  14.50  0.20  0.22  0.20  0.84  
 
 30 年確率値 100 年確率値 
宗谷岬 101.71  115.96  
稚内 102.91  117.33  
浜鬼志別 96.54  110.07  
沼川 99.87  113.86  
沓形 118.94  135.61  
豊富 100.07  114.09  
浜頓別 100.36  114.42  
中頓別 108.50  123.70  
北見枝幸 110.21  125.66  







図 3.7 地域頻度解析を用いて算出した年最大日降水量の 30 年確率値分布（上）と

















図 3.8 パラメトリック手法を適用して算出した年最大日降水量の 30 年確率値分布
（上）と 100 年確率値分布（下）（単位：mm） 
 
(2) 30 年確率値の比較 
 







































11  （3.9） 





値は求められない．そこで，いま全地点データが 35 年分あると考えると 35=T におけ





















(3) 100 年確率値の比較 
 
(2)同様に地域頻度解析とパラメトリック手法を適用して得られた 100 年確率同士の
比較検証を行った．図 3.11 は，両者によって求められた 100 年確率値の散布図である．
これを見ると，点は傾き１の直線付近に集まっており，両者はほぼ近い値となってい





















11  （3.10） 























3.4.2 51 アメダス地点における 100 年確率日降水量の比較 
 
(1) 地域頻度解析による 51 アメダス地点での確率降水量 
 
3.3 にて，地域頻度解析の適用によって求められた 51 アメダス地点における日降水
量の 30 年確率値と 100 年確率値は表 3.5，図 3.13 のとおりである（あわせて，パラメ
トリック手法による算出値も記載している）． 
 
表 3.5 地域頻度解析の適用によって求められた 51 アメダス地点での 30 年確率日降
水量，100 年確率日降水量（単位：mm） 
 地域頻度解析 パラメトリック手法 
地点名 30 年確率値 100 年確率値 30 年確率値 100 年確率値 
旭川 120.0  151.8  115.2  139.9  
網走 124.1  158.8  125.4  181.8  
札幌 155.6  211.1  167.7  182.2  
帯広 158.9  202.7  153.0  183.6  
根室 165.9  204.7  173.5  210.4  
寿都 125.7  150.3  120.9  142.6  
秋田 133.6  164.1  121.5  141.8  
宮古 261.8  326.1  268.4  325.5  
山形 128.0  149.3  126.3  148.4  
石巻 146.0  179.7  145.1  173.3  
福島 168.8  207.3  158.1  187.4  
伏木 166.3  195.0  172.0  204.2  
長野 107.3  131.5  109.9  132.2  
宇都宮 192.6  233.0  178.2  209.1  
福井 164.7  199.5  165.5  197.7  
高山 173.9  225.2  181.9  251.9  
松本 133.8  163.9  142.6  190.3  
前橋 188.8  233.8  171.0  201.2  
熊谷 228.1  259.0  241.7  310.3  
水戸 208.6  245.4  216.3  260.8  
敦賀 156.4  189.4  139.0  159.1  
岐阜 210.8  272.9  206.7  269.9  
名古屋 221.9  295.6  256.2  378.3  
飯田 178.7  218.9  176.4  210.5  
甲府 205.6  253.3  191.7  233.0  
津 265.9  341.0  307.9  450.3  
浜松 236.2  283.8  201.2  223.4  
東京 249.3  296.5  260.2  310.6  
76 
 
横浜 249.7  295.4  248.8  299.5  
境 189.1  219.5  157.8  168.3  
浜田 200.8  253.5  248.2  431.6  
京都 201.6  252.6  190.9  236.1  
彦根 145.2  167.7  148.9  166.6  
下関 214.9  262.0  167.4  176.2  
呉 177.8  202.4  190.0  225.8  
神戸 191.2  250.4  171.7  205.3  
大阪 174.8  221.5  163.3  195.1  
和歌山 221.1  266.1  280.4  395.5  
福岡 218.6  253.2  222.5  263.8  
大分 291.7  349.3  320.4  393.9  
長崎 296.8  374.0  331.9  430.2  
熊本 324.3  391.1  337.1  406.9  
鹿児島 301.7  368.7  288.2  320.0  
宮崎 348.0  415.3  360.2  436.8  
松山 178.2  199.2  190.9  239.5  
多度津 201.3  271.2  165.0  208.4  
高知 393.7  468.0  435.8  620.3  
徳島 267.6  315.6  250.2  296.5  
名瀬 400.3  489.1  482.8  655.6  
石垣島 338.7  411.0  311.4  366.1  








図 3.13 地域頻度解析の適用によって求められた 51 アメダス地点での 30 年確率日





(2) 100 年確率値の比較 
 
地域頻度解析によって求められた確率降水量の信頼性評価のために，日降水量の
100 年確率値について，地域頻度解析を用いて得られた 51 アメダス地点での値と，第
2 章で得られた 51 気象官署にパラメトリック手法を適用した結果とを比較する．具体








図 3.14 は各地点における上記 2 変数のグラフである．この図を見ると，両グラフと
もにほぼ 1.00 の値を中心としてばらついており，その地点間のばらつきの程度はパラ
メトリック手法を用いて得られた値（B）の方が大きいことが分かる．具体的な数値
は表 3.6 のとおりであり，平均値は A の方がやや小さくなっており，誤差が小さいこ
とを示している．また，B の標準偏差は A の約 1.5 倍となっている．このことは，ア
メダス地点としてサンプル数が少ない場合においても，地域頻度解析を用いることで，
大きくずれることなく比較的安定した結果が得られることを示している．このことは
A の方が，RMSE が小さいこととも整合的である． 
以上の結果より，地域頻度解析を適用することにより，少ないサンプル数にもかか
わらず，比較的高精度に 100 年確率値を求められることが確かめられた． 
 
表 3.6 比較指標 A，B の平均値，標準偏差，RMSE 
 平均値 標準偏差 RMSE 
A 1.02 0.13 32.49 




























































































































































































Hosking JRM, Wallis JR. 1997. Regional Frequency Analysis: An Approach based on 









































象として，4.3 にて地域頻度解析を適用し，30 年確率日降水量，100 年確率日降水量
の将来変化比を評価した．しかし，地球温暖化予測には不確実性の評価が不可欠であ


















Yukimoto et al.，2001）の計算結果を境界条件として用いている．この MRI−CGCM2
は，経度 2.8 °×緯度 2.8 °の水平解像度と鉛直 30 層の全球大気モデルと，経度 2.5 °×
緯度 0.5～2.0 °の水平解像度と鉛直 23 層をもつ全球海洋モデルとを結合したモデルで
あり，MRI−RCM20 に高精度の境界条件を提供できる． 
しかし，MRI−CGCM2 の大気モデルの解像度である 2.8°（緯度，経度とも）は，
MRI−RCM20 の解像度 20km に比べて 10 倍以上大きく，MRI−CGCM2 の結果を直接
MRI−RCM20 の境界条件とすると計算結果に誤差を生じる可能性がある．このため，
図 4.1 のように，計算領域をアジア域とし，水平解像度を 60km とした地域気候モデ
ル（MRI−RCM60）を MRI−RCM20 の境界条件を計算するために用いることとした．
計算手順は，最初に MRI−CGCM2 の計算を必要な全期間について行い，次に
MRI−CGCM2 の結果を側面境界条件として MRI−RCM60 の計算を想定した全期間につ
いて実施する．最後に MRI−RCM60 の結果を境界条件として，MRI−RCM20 による計
算を行う．境界条件に含まれた計算領域外側の大規模場の情報を適切に取り込むため
に，気象研究所で開発されたスペクトル境界結合法（Kida et al.，1991；Sasaki et al.，



























リオが大きく違ってくる．1992 年，IPCC は 6 種類の温室効果ガスの排出シナリオを
作成した（IS92a～f）．しかし，これらのシナリオは 1985 年のデータを基礎にして描
かれ，1990 年以降に生じたソビエト連邦共和国の崩壊，アジア開発途上国の経済の急
激な成長，自由貿易体制の導入などが考慮されていなかった．そこで，IPCC で 1996 年
から新たなシナリオの作成が進められ，SRES（Special Report on Emissions Scenarios）
シナリオとして 2000 年にとりまとめられた（IPCC，2000）．このシナリオでは，A1，


















図 4.2 SRES A2 シナリオにおける二酸化炭素排出量（左）， 
二酸化炭素濃度（中），二酸化硫黄排出量（右）の変化 










期・境界条件として，MRI−RCM20 で 1981～2000 年の日本付近の詳細な気候の再現計
算を行った．本来，MRI−CGCM2 による計算は初期値の異なる 3 メンバーによるアン
サンブル実験（初期値の異なる複数例の数値実験を行い，それぞれの結果を統計的に
処理する方法）を行ったが，MRI−RCM20 を用いた今回の計算は計算機資源や時間の






MRI−CGCM2 による，2081～2100 年の SRES 実験（SRES シナリオの A2 シナリオ
で想定された温室効果ガス濃度を与えて，2100 年までの気候をモデルで予測したもの）
の結果を初期・境界条件として，MRI−RCM20 で 2081～2100 年の日本付近の詳細な気
候の予測計算を行った．初期・境界条件として使用した MRI−CGCM2 は現在気候と同










は，全国の気象官署における平年値（1971～2000 年の 30 年平均）を地域ごとに平均
したものである．地域平均の作成に利用した気象官署と対応する地域は図 4.3 のとお
りである．一方，MRI−RCM20 の再現値は，気象官署近傍の陸上格子データから作成



























図 4.4 各領域における月別の気温（上），降水量（下）の再現性評価結果 


















図 4.5 年平均気温の変化量（上）と年降水量の変化比（下） 
年平均気温：2081～2100 年平均値と 1981～2000 年平均値との差（単位：℃） 
年降水量：2081～2100 年平均値と 1981～2000 年平均値との比（単位：％） 











図 4.6 年最大日降水量の将来変化比 
2081～2100 年平均値と 1981～2000 年平均値との比（単位：％）． 























ダス地点に相当する MRI−RCM20 内の地点であると定義した．そして，これら 27 地
点について，アメダスデータと現在気候の年最大日降水量の平均値，標準偏差を比較
し，再現性の良かった地点 9 地点を以降の解析に用いることとした（図 4.7）．ここで，
平均値・標準偏差の算出に用いたのは，現在気候の場合は 1981～2000 年，観測値の場
合は観測開始から 2010 年までである． 






























図 4.7 鹿児島県（奄美諸島を除く）内の 27 地点における観測値（アメダスデータ）
と現在気候の年最大日降水量の平均値（上），標準偏差（下）の比較 
グラフ中に赤点で示した 9 地点は，平均値・標準偏差ともに観測値との誤差が 20%以
内となった再現性のよい地点． 
 

























 これら 9 地点における年最大日降水量の 20 年平均値の将来変化は図 4.9 のとおりで
ある．9 地点平均で，約 5％の増加となっている． 
 
図 4.9 各地点における年最大日降水量の将来変化 







(1) sample L−moments の算出 
 
 まず用いる 9 地点（格子点）での sample L−moments を算出する．アメダスデータと
同様に，各格子点での年最大日降水量データが現在気候，将来気候ともに 20 年分ある
















































最適な確率分布形が求められれば，地域のクオンタイル値を ( )Fq としたとき，各地
点における確率降水量 ( )FQi は，その地点の 1 次の sample L−moment（ )(1 il ）を用いて
次式で表される． 








ンタイル値をそれぞれ ( )Fq p ， ( )Fq f ，現在気候，将来気候における地域平均した 1
次の sample L−moment をそれぞれ pl1 ，











1×  （4.2） 
を将来の同地域における地域平均した確率降水量の変化比であるとした． 















(1) sample L−moments の算出 
 
現在気候と将来気候における，各地点の sample L−moment と sample L−moment ratios
は表 4.1 のとおりである．L−CV の将来変化が一番大きく，平均値の増加よりも変動
性の増大が大きくなっていることを示している． 
 
表 4.1 現在気候，将来気候における sample L−CV，  
sample L−skewness，sample L−kurtosis の地域平均値 
これらの値は，各地点でのサンプル数による重み付けをした平均値である． 
 sample L−CV sample L−skewness sample L−kurtosis 
現在気候 0.204 0.189 0.133 




1000 回のシミュレーションを行い， H 値は表 4.2 のように，現在気候で‒1.86，将
来気候で 0.11 となり，両気候ともに均質性が確かめられた． 
 
表 4.2 現在気候，将来気候における H 値 
 現在気候 将来気候 
H 値 ‒1.86 0.11 
 
(3) GEV 分布の適用 
 
現在気候，将来気候とも最適ではなかったものの， Z 値は表 4.3 のように，現在気






表 4.3 現在気候，将来気候における Z 値と GEV 分布のパラメータ 
 現在気候 将来気候 
Z 値 0.02 0.35 
ξ  0.825 0.739 
α  0.287 0.352 
k  -0.030 -0.144 
 
図 4.10 は，現在気候と将来気候の GEV 分布における L−moment ratio diagram を示
しており，両データともよくフィットしていることが分かる． 
 
図 4.10 現在気候（青丸），将来気候（赤丸）における L−moment ratio diagram 









両気候における 30 年確率値に相当するクオンタイル ( )967.0=Fq p ， ( )967.0=Fq f は
それぞれ 1.85，2.27 となり，1.23 倍に増加している．また，両気候における 100 年確
率値に相当する非超過確率に対応するクオンタイル ( )990.0=Fq p ， ( )990.0=Fq f は
それぞれ 2.24， 3.04 となり，1.36 倍に増加していることが分かる． 
 
表 4.4 現在気候，将来気候における地域平均クオンタイル値とその変化比 
 現在気候 将来気候 変化比 
30 年確率値 ( )967.0=Fq  1.85 2.27 1.23 
100 年確率値 ( )990.0=Fq  2.24 3.04 1.36 
 
 
図 4.11 現在気候（青線）と将来気候（赤線）のクオンタイル関数 
 
これらの変化比に，式（4.2）と（4.3）を用いると，最終的には，30 年確率値は約
1.3 倍（30％増加），100 年確率値は約 1.4 倍（40％増加）となることが分かった． 
 








30 年確率値 1.23 1.05 約 1.3 







4.3 で地球温暖化に伴う鹿児島県での 30 年確率日降水量の将来変化を，地域気候モ
デル（MRI−RCM20）による結果を用いて評価した．しかし，このような気候モデル
による予測結果は，以下の不確実性を内包している可能性がある（Fowler et al.， 











評価できる（Tebaldi et al.，2005；Ishizaki et al.，2010 など）． 























① 現在気候，将来気候それぞれに対して，図 4.11 で示したクオンタイル関数にラン
ダムに発生させた非超過確率値 F を与えることで，それに対応したランダムなク
オンタイル値 ( )Fq p ， ( )Fq f を生成させる． 
② 現在気候，将来気候それぞれに対して，①を 180 回行うことで，元データと同じ
鹿児島県内 9 地点の 20 年分のデータが生成される． 
③ 現在気候，将来気候それぞれに対して，②で再現された仮想地域に対して，GEV
分布を当てはめ，30 年確率クオンタイル値，100 年確率クオンタイル値を求める． 
④ 現在気候，将来気候それぞれに対して，①～③の作業を 2000 回繰り返すことで，
それぞれ 2000 個ずつの 30 年確率クオンタイル値，100 年確率クオンタイル値が生
成されたことになる． 























(1) 30 年確率値 
  




タイルは平均が 1.84，標準偏差が 0.08 であったため，その 5%–95%範囲は 1.84±0.14









であったことから，その 5%–95%範囲は 1.24±0.17 である． 
 これらの数値をまとめたのが表 4.5 である． 
 
図 4.12 現在気候（青），将来気候（ピンク）における 
地域平均クオンタイル値の頻度分布（30 年確率値） 





図 4.13 30 年確率クオンタイル値の将来変化比の頻度分布 
棒グラフの総和，正規曲線の下部の面積がともに 1 となるように規格化してある． 
表 4.6 現在気候，将来気候におけるモンテカルロ・シミュレーションによる 
30 年確率クオンタイルの各種統計値 
 現在気候 将来気候 将来変化比 
クオンタイルの平
均 
1.84 2.26 1.24 
クオンタイルの標
準偏差 
0.08 0.15 0.10 
クオンタイルの
5%–95%範囲 
1.84±0.14 2.26±0.24 1.24±0.17 
 
以上より，4.4.2 の⑦を適用することで，鹿児島県での 30 年確率日降水量の変化比
の 5%–95%範囲が 1.30±0.17 となり，30 年確率日降水量が鹿児島県平均で約 100 年後
に 30±17％増（13～47％増）となると評価された． 
 
 (2) 100 年確率値 
  
同様にして，図 4.14 は，4.4.2 の①～④によって生じた現在気候と将来気候におけ
る 100 年確率クオンタイル値の頻度分布を示している．同じく有意な正規性が確認さ
れたため，現在気候のクオンタイルは平均が 2.20，標準偏差が 0.15 であったため，そ
の 5%–95%範囲は 2.20±0.25 と表される．また，将来気候は，平均が 2.92，標準偏差
が 0.28 であったため，その 5%–95%範囲は 2.92±0.46 となった． 




化比の平均値が 1.33，標準偏差が 0.15 であったことから，その 5%–95%範囲は 1.33±
0.25 である． 
これらの数値をまとめたのが表 4.5 である． 
 
 
図 4.14 現在気候（青），将来気候（ピンク）における 
地域平均クオンタイルの頻度分布（100 年確率値） 




図 4.15 100 年確率日降水量の将来変化比の頻度分布 
棒グラフの総和，正規曲線の下部の面積がともに 1 となるように規格化してある． 
 
表 4.7 現在気候，将来気候におけるモンテカルロ・シミュレーションによる 
100 年確率クオンタイルの各種統計値 
 現在気候 将来気候 将来変化比 
クオンタイルの平
均 
2.20 2.92 1.33 
クオンタイルの標
準偏差 
0.15 0.28 0.15 
クオンタイルの
5%–95%範囲 
2.20±0.25 2.92±0.46 1.33±0.25 
 
以上より，4.4.2 の⑦を適用することで，鹿児島県での 100 年確率日降水量の変化比
















結果として，約 100 年後に現在と比べて，鹿児島県（奄美諸島を除く）平均での 30
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第 4 章では，この地域頻度解析を，気象研究所によって開発された水平解像度 20km
の地域気候モデル（MRI−RCM20）による地球温暖化予測実験（温室効果ガス排出シ





鹿児島県全体として約 100 年後には，30 年確率日降水量は約 1.3 倍，100 年確率日降



























情報第 5 巻」（気象庁，2003），「地球温暖化予測情報第 6 巻」（気象庁，2005），「異常
気象レポート 2005」（気象庁，2006），「気候変動監視レポート」の作図や執筆にあた
った一人である．これらの開発や業務は気象研究所に異動した後でも続き，異動後に
公表された「地球温暖化予測情報第 7 巻」（気象庁，2008）にも関わってきた． 
一方，本論文で研究対象とした水文統計解析との関わりは，気象研究所に異動した



























































この MRI－RCM20 による鹿児島県での確率降水量の変化評価結果は，Hydrological 





































Hosking JRM, Wallis JR. 1997. Regional Frequency Analysis: An Approach based on 
L−moments. Cambridge University Press: Cambridge UK, 224pp. 
Ishihara K. 2010a. Assessment for the 30-year daily precipitation change due to global 
warming using regional frequency analysis. Hydrological Research Letters 4: 30−34. DOI: 
10.3178/HRL.4.30. 
Ishihara K. 2010b. Quantifying the uncertainty range of 30-year daily precipitation change 
due to global warming using regional frequency analysis. Hydrological Research Letters 









気象庁（2001）：地球温暖化予測情報 第 4 巻，財務省印刷局；77． 
気象庁（2003）：地球温暖化予測情報 第 5 巻，
http://www.data.kishou.go.jp/climate/cpdinfo/GWP/Vol5/index.html.（参照：2011/4/25）． 











































 位置パラメータを c ，スケールパラメータを a としたとき， x の分布範囲は






































































年最大値のデータセットの平均値 µ と標準偏差σ を用い，以下の式を解くことによ
りパラメータを求める． 




ac 5772.0+=µ   （A.5） 
6






2la =   （A.7） 






























位置パラメータを c ，スケールパラメータを a ，形状パラメータをκ としたとき， x































































































































































































d   （A.16） 
29554.289590.7 dd +=κ  （A.17） 











alc   （A.19） 
Γはガンマ関数 ( ) ( )∫
∞ − −=Γ
0




























































































ln  （A.27） 
（A.22）式より， 






















となり，対数尤度関数 L を b で偏微分すると0となることから， 













































この式（A.30）を式（A.28）に代入すると， L は b だけの関数となり， L が最大と
なるような b の値を数値的に求めればよい（ b の値を連続的に変化させたときの L を






































































( ) ( )
( )































cxw −= ln である． 
対数ピアソンⅢ型分布は他の分布形と異なり，確率降水量はパラメータを決めなく
ても，年最大値のデータセットから以下の式（A.40）～（A.42）で与えられる平均 µ ，






































































K （Wilson-Hilferty変換） （A.38） 

























µσ     （A.41） 



























































ba   （A.44） 




































yyyz p  （A.47） 
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yyyzp  （A.55） 
bx w −= 10  （A.56） 
( ) pzabxw
















1log  （A.58） 
次に，年最大値の順序統計量を Nxxx ,,, 21  としたとき， i 番目に大きい値 ix と i 番













































































i  （A.62） 
すなわち， b に関する方程式が得られる． 































































































10log  （A.67） 
pi zs 2











































( ) ( ){ }yxF −−= expexp    （B.2） 














αξ  （B.3） 
ここで， ξ ：位置パラメータ，α ：スケールパラメータ， k ：歪みパラメータであ
































αξλ  （B.4） 
( ) ( )k
k
k +Γ−= − 1212
αλ  （B.5） 
                                                   













τ     （B.6） 



































  （B.9） 
 また，他のパラメータは以下の式で求められる． 
























σµξ 2−=  
とする． 





































  （B.13） 
 



































1   （B.15） 
ここで，Gは不完全ガンマ関数 
( ) ∫ −−=
x t tetxG
0
1 d, αα  （B.16） 
である． 
2=γ のときに指数分布となり， 2−=γ のときに ( )xF −−1 が指数分布の分布関数と
なる．また， 0=γ のとき正規分布となる． 



















2  （B.18） 
( ) 32,6 313 −= αατ I  （B.19） 
ここで， 































































































−×=A  11 106869150.1
−×=A  22 108327243.7
−×=A  33 109120539.2
−×−=A  
 11 106697102.4
−×=B  12 104255406.2
−×=B   
1
0 102260172.1
−×=C  21 103730130.5
−×=C  22 103384378.4
−×=C  23 101101277.1
−×=C  
 11 108324466.1
−×=D  12 100166036.2
−×=D   




 1533299.51 =F  1425260.72 =F  9745056.13 =F  
 1235833.21 =G  1670213.42 =G  1925299.33 =G  
 0551443.91 =H  
1
2 106649995.2 ×=H  
1




































































































( ) yexF −+= 1
1

































  （B.30） 
ここで， ξ ：位置パラメータ，α ：スケールパラメータ， k ：歪みパラメータであ














































=    （B.32） 






















































































































( )21 21 kek −+=

















kαλ  （B.42） 

































































−×=τ     
1
0 108860251.4
−×=A  31 104493076.4
−×=A  42 108027039.8
−×=A  63 101507084.1
−×=A  
 21 104662924.6
−×=B  32 103090406.3




−×=C  31 105352147.2
−×−=C  42 106995102.2
−×=C  63 108446680.1
−×−=C  
 21 102325617.8
−×=D  32 102681448.4
−×=D  43 101653690.1
−×=D  
0466534.20 =E  6544371.31 −=E  8396733.12 =E  20360244.03 −=E  











−λα   （B.46） 
( )21 21 kek −−=






































( ) ( )yxF −−= exp1    （B.49） 














αξ  （B.50） 
ここで， ξ ：位置パラメータ，α ：スケールパラメータ， k ：歪みパラメータであ
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0=k のとき指数分布になる．また， 1=k のとき
k








αξλ  （B.51） 
( )( )kk ++= 212

















4τ  （B.54） 























































































































Fx 11αξ   （B.60） 
ここで，パラメータは ξ ：位置パラメータ，α ：スケールパラメータ， h ， k の四















































L−momentsは 0≥h かつ 1−>k ，または 0<h かつ
h
k 11 −<<− のときに定義される． 
( )11 1 gk −+=
αξλ   （B.61） 
( )212 ggk −=




















−=τ  （B.64） 
ここで， rg は以下のように表される． 
( ) ( )
( )
( ) ( )











































( )xf ， ( )xF の解析的な形はない． ( )Fx はξ ：位置パラメータ，α ， β ， γ ，δ の
五つのパラメータを用いて以下のように表される． 


























0=α かつ 0=γ のときGPA分布になる．各パラメータは次の条件を満たす． 
① 0>+δβ もしくは δγβ ==  
② 0=α ならば 0=β  
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③ 0=γ ならば 0=δ  
④ 0≥γ  













111    
（B.67） 









  （B.68） 
( )
( )( )( )
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3    （B.69） 
( )( )
( )( )( )( )
( )( )




















































( ) ( ) ( ) 01221133122332 =−+−+− CNCNzCNCNzCNCN  （B.72） 
この式を解いて得られる z の解が β ， δ− になる（大きい値の方を β とする）．また，
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α ， γ ， ξ は β ，δ を使って表現できる． 







31321 32  （B.73） 

















































として同様に式（B.72）を解いて， β ， δ を求める． 
α ， γ は， 
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